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１．はじめに 
 建設副産物は、廃棄物全体に占める最終処分量の割

合が多いこと、不法投棄という社会問題を発生しているこ

とから、再利用の促進が急がれる。しかし、「建設副産物

実態調査（センサス）」によれば、建設工事に伴う建設発

生土の総量は減少する傾向にあるが、リサイクル率は未

だ低いレベルにとどまっている。 

このような問題に対し、（株）建設資源広域利用セ

ンター（以下、ＵＣＲ）が設立された。同センターは、

建設発生土の搬出側が搬入側までの輸送費とＵＣＲ手

数料を支払うのみで、ＵＣＲが再利用を受け持ち、搬

出側に発生土の土質保証を義務づけるという有効な手

段で対応している。これにより、再利用の阻害要因で

あった搬出側と搬入側のマッチング調整、搬入側で汚

染土砂を使用してしまう危険性、両者の事務作業など

が取り払われ、計画的な搬出・搬入が可能となってい

る。また、ＵＣＲは海上輸送による発生土再利用も主

要な業務としている。現在、発生土の収集・発送拠点

は関東のみであるが、これを日本各地に設置すること

によって再利用の幅が広がると考えられる。 
 本研究では、愛知県において建設発生土を頻繁に再

利用する工事現場がどういう環境・状況であるかを分

析し、海上輸送による広域的利用の可能性を検討する。

また海上輸送対象拠点を、関東のみならず日本各地に

広げるため、ＵＣＲ手数料や海上輸送費用の面から海

上輸送対象拠点を絞り込む。 
２．建設発生土輸送配分モデル 
建設発生土の再利用プロセスは図1のように捉えられ、輸

送費や保管費を含む総費用を最小化する輸送配分計画

として以下のように定式化できる。 
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ここに、添字のiは供給地、jは需要地を表す。(i、jそれ

ぞれにストックヤードsを含む。)yはバージン材供給地、

zは処分場、kは土の種類。mij, myj, mizは地点間の単位

量あたり輸送費、csは単位量あたりストックヤード保

管費、cyは単位量あたりバージン材購入費、czは単位

量あたり処分費、xij, xyj, xizは輸送土量、aiは供給地iの

総供給量、bjは需要地jの総需要量。xkas、xkbsはそれぞ

れストックヤードからの輸送土量、ストックヤードへ

の輸送土量であるが、それぞれ上限を考える（xkas≦aks、

xkbs≦bks）。変数xは全て非負で、パラメーターは全て正

３．事例分析

値である。 

 

搬入現場の特性分析 

送により搬入さ

図１ 再利用プロセス 

（１）再利用土

 前述したように、本研究では海上輸

れる土砂を全て再利用土とみなしている。従って、土

砂を外部から搬入する工事現場のうち、バージン材で

はなく建設発生土を再利用する現場の特性を知ること
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により、搬出計画の初期段階において搬入候補地の絞

り込みが可能となるため、計画的に土砂の搬出が行わ

れると考えられる。ここでは、愛知県のデータを用い

て建設発生土搬入地の特性を分析する。各現場を地図

上にプロットした結果を図２に示す。 
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搬入地特性の分

海上輸送によ

で

港での土砂の積込 は港までの輸

カテゴリ1 山間部
カテゴリ2 平野部
カテゴリ3 沿岸部
カテゴリ1 0～ 10km
カテゴリ2 11～ 20km
カテゴリ3 21 ～   km
カテゴリ1 平均以上
カテゴリ2 平均未満
カテゴリ１ 0～ 999ｍ 3
カテゴリ２ 1000～ 4999ｍ 3
カテゴリ３ 5000～ 9999ｍ 3
カテゴリ４ 10000～　ｍ3
カテゴリ１ 0～半年
カテゴリ２ 半年～1年
カテゴリ３ 1年～ 2年
カテゴリ１ 道路整備関連事業
カテゴリ２ 整地関連事業
カテゴリ３ 河川海岸整備事業
カテゴリ４ 上下水道整備事業

アイテム６ 工事内容

アイテム４ 搬入土量

アイテム５ 工期

アイテム２
土砂搬出現場
までの距離

アイテム３
搬入地周辺の
土砂搬出地

的基準

アイテム１
土砂搬入現場
の地理

バージン材利用

 

量化理論Ⅱ類を適

カテゴリを表１に

示す。これより海

現場の特性が明ら

（２）対象圏域

搬出側についても

定式化した輸送

いて適用し、やむ

送可能性を検証

表１ アイテムとカテゴリ 
外

再利用土利用

 海上輸送におけるＵＣＲの役割は、港間の輸送及び

・積出である。搬出側

送費とＵＣＲ手数料を負担し、ＵＣＲはこの手数料で
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図２ 現場分布図 
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を処理できる数

、

考慮する必要がある。そこで、２．

みならず、全国に適

考えられ、今

ことも効果的であるとい

マッチ

的考察,土木計画学研究講演集

析には、質的データ

用した。その外的基準、アイテムと

、アイテム・カテゴリ反応を図３に

上輸送土砂を利用する可能性がある

かになる。 

 

図３ 基準化されたカテゴリ数量 

る再利用を進めるには搬入側に加え

配分モデルを北海道・札幌近郊にお

を得ず最終処分される土砂の海上輸

した。 

海上輸送を行うことになる。当然、海上輸送距離が長

くなると手数料も高くなるため、搬出側にとっては処

分した方が安いという判断に傾き、再利用が行われに

くい状況になる。北海道の場合、ＵＣＲが関東から海

上輸送を行う際の手数料で考慮すると、若狭湾付近（日

本海）や関東（太平洋）まで

に輸送範囲が限られてしまう。

また、北海道は大部分が港か

ら離れた内陸部であること、

処分場の数・容量に余裕があ

ることなどのため、海上輸送

が効率的である現場は極く少

数に止まることも明らかとな

った。 

４．おわりに 

 再利用土搬入地の特性は

愛知県の

用可能であると

後そのような地域を選定する

える。また、対象圏域の設定

に関しては、我が国の中心である愛知県を海上輸送の

搬出地とした場合の可能性も検討する。 
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